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第４章 施策の方向 

施策の方向 

１ 基本目標１ 共に支え合う「地域づくり」 

(1) 相互理解・環境整備の推進 

共に支え合う「地域づくり」においては、住民相互理解の推進や地域課題の解決

力強化、日常生活で必要となる環境の整備など、相互理解・環境整備の推進が必要で

す。まずは、その【現状と課題】について整理します。 

【現状と課題】  

地域におけるつながりの希薄化や女性の社会進出、外国人住民の増加等を背景に、次

のような課題が生じています。  

 

●  人口減少や高齢化等により地域社会の相互扶助機能が弱体化している中で、つなが

りをもちながら、お互いの存在を認め合い、寄り添い、共に支え合う心の醸成と地域

共生社会の実現に向けた意識啓発が大切です。また、日常生活をはじめ、災害発生時

等に手を差し伸べることができる地域の担い手の確保が必要とされています。  

 

●  障害の有無に関わらず、誰もが安全・安心に生活する社会の実現には、全ての県民

が、障害及び障害のある人に対する理解を深め、共に支え合うことが必要です。また、

障害のある人や高齢者、多様な特性をもつ県民が、それぞれの地域で安心して暮らし

続けるために、物理的障壁や社会的障壁などを除去するとともに、多くの人が利用し

やすいよう、バリアフリーやユニバーサルデザインに配慮した環境整備を進めていく

ことが求められています。  

 

●  障害のある人にとって、情報を取得し意思表示やコミュニケーション等の意思疎通

を図ることは、日常生活を営む上で必要不可欠です。  

 

●  近年、本県の外国人住民数は増加を続け、平成 30 年（2018 年）12 月末現在で 56,597

人と過去最多となりました。今後ますます外国人住民の増加が見込まれるため、生活

者としての外国人に対する施策の充実と、多様な人々が快適で円滑に地域で生活して

いくため、分かりやすさや利用しやすさに配慮した環境整備が求められています。  
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●  女性の社会進出や共働き世帯の増加などにより、低年齢児の保育需要が高まってい

ます。平成 31 年（2019 年）４月１日現在、本県の保育所等における待機児童は 21

人であり、待機児童解消のため、保育の受け皿を整備する必要があります。  

 

●  平成 28 年度（2016 年度）に実施した県子どもの生活実態調査によれば、子どもの

将来の自立にとって必要となる、学力や基本的な生活習慣、自己肯定感、社会性など

の生活力が不足する原因は、経済的な要因だけでなく、親子の関わりの問題なども影

響を与えていることが分かります。   
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●  県と市町村が整備する放課後児童クラブや放課後子ども教室などを利用できない

子どももいる中で、子ども食堂や無料学習塾などのような、地域の方々が主体となっ

た子どもの居場所におけるご近所のぬくもりのような役割が注目されています。  

 

●  悩みやストレスを抱え心理的に追い込まれることは誰にでも起こり得ることであ

り、誰でも自殺に追い込まれる可能性があることや誰かに助けを求めることが大切で

あるということを全ての県民の共通認識とすることが必要です。更に、自殺予防に関

する正しい知識の普及啓発を行うことが非常に重要です。  

本県の自殺者数は、平成 10 年（1998 年）に急増して以来年間 500 人前後で推移し、平成 22 年

（2010 年）以降は増減を繰り返しながらも減少傾向が続いていますが、自殺死亡率（人口 10

万人当たりの自殺者数）は、全国平均を上回る状況が続いています。  
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このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめまし

た。相互理解・環境整備の推進を図るために、これらの方向に沿った取組を進めます。 

【施策の方向】  

ア  住民相互理解の推進  
障害者に対する理解の促進  

多文化共生施策の推進  

イ  地域課題の解決力強化  

「互助」の地域社会づくり  

子育てを地域社会全体で支える環境づくり  

心の健康づくりと普及啓発活動の推進  

ウ  日常生活で必要となる環境の整備  
バリアフリー・ユニバーサルデザイン  

障害者の意思疎通環境の整備  

ア 住民相互理解の推進 

障害者に対する理解の促進  

・障害のある人が地域で生活しやすいよう、障害のある人に対する理解の促進を

図ります。障害者週間・知的障害者福祉月間・精神保健福祉普及運動などにお

ける広報・啓発活動の推進や、広報メディアを利用して障害のある人への理解

を促進するための情報提供等を行っていきます。  

多文化共生施策の推進  

・多様な文化を受け入れる意識を醸成し、日本人と外国人が共に支え合うことの

できる地域づくりを目指し、多文化共生の意識啓発に取り組みます。  

・日本語の学習環境を整えるため、指導者の育成に努めるほか、生活する上で必

要とされる情報を効果的に提供するため、多言語による情報提供の充実に努め

るなど、多文化共生施策を推進します。  

・外国人が地域で活躍できる環境をつくるため、外国人児童生徒が適切な教育を

受け、健全に成長し、地域で活躍する人材となるためのサポートを行い、次世

代の育成を支援します。  

・貴重なグローバル人材である外国人留学生の県内定着を図るため、企業や学校

等と連携して定着促進に努めます。  

・日本語能力が高く地域への貢献意欲が高い外国人キーパーソンの発掘・育成に

努め、連携しながら施策を進めます。  

・多文化共生の観点から地域の課題を解決し、活性化を図るため、ＮＰＯ等と協

働・連携しながら地域の環境づくりを進めます。  
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イ 地域課題の解決力強化 

「互助」の地域社会づくり  

・ひとり暮らし高齢者やひとり親家庭の増加に伴い、地域で孤立する世帯が増えて

おり、誰もが気軽に立ち寄り交流を図ることができる居場所づくりが重要である

ことから、住民が自主的に運営する集いの場である「ふれあい・いきいきサロン」

の設置や活動の支援に取り組みます。  

・子ども食堂や無料学習塾等の「子どもの居場所」づくりの支援に取り組み、地域

コミュニティの活性化や地域福祉の増進を図ります。  

・住民に近い日常生活圏域（中学校区が目安）で地域課題の把握やインフォーマル

活動への支援、社会資源の創出などを住民主体で話し合う協議体の設置が進み、

市町村では生活支援コーディネーターを設置し、課題の共有や公的相談機関につ

なげるなど、協議体の活性化を図っていることから、これらの取組を市町村と連

携して支援します。  

・地域課題の解決力強化を図るため、ＮＰＯ法人やボランティア団体、企業など、

多くの主体の活躍を引き出し、相互に協力できる「協働」の体制づくりに努めま

す。また、協働が効果的に行われる環境を整備するほか、協働を進めていくため

の手法を構築し広く共有することや、協働を担う人材の育成を支援します。  

・地域課題解決のための活動財源の確保や寄附文化の醸成、福祉への関心の喚起に

つながる住民参加の取組として、共同募金運動の周知等に努めます。  

子育てを地域社会全体で支える環境づくり  

・安心して子どもを生み育てられる社会づくりのため、子育て支援策をはじめと

する環境づくりを促進します。また、家庭や企業、ボランティア、ＮＰＯ、行

政が連携を図りながら、地域社会全体で子育てを支援する体制づくりに努めま

す。  

心の健康づくりと普及啓発活動の推進  

・自殺や心の病に関する正しい知識や相談窓口について、積極的に情報を発信しま

す。  

・身近な人の「気づき」を促すため、行政関係職員や民生委員・児童委員をはじめ

広く県民に対して、ゲートキーパー養成研修を行うほか、研修の講師となる人材

を育成します。  

・若年層を対象に、ＳＯＳの出し方に関する教育や自己肯定感を高める教育などの

取組を推進します。  
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ウ 日常生活で必要となる環境の整備 

バリアフリー・ユニバーサルデザイン  

・障害のある人をはじめ、全ての人が安全・安心に生活できるよう、行動を制限す

る様々な障壁の除去の促進を図ります。  

・人にやさしい福祉のまちづくり条例の普及啓発により、建物等ハード面のバリア

フリー化を推進するとともに、啓発活動により、障害や障害のある人に対する全

ての県民の理解を深め、社会制度や情報取得等ソフト面の環境整備も推進しま

す。  

・多くの人が利用しやすいようユニバーサルデザインに配慮した公共施設等の環境

整備に努めます。  

障害者の意思疎通環境の整備  

・視覚、聴覚に障害がある人の意思疎通支援を行う手話通訳者、要約筆記者、盲

ろう者向け通訳・介助員、点訳奉仕員、音訳奉仕員の養成や、失語症者に対す

る意思疎通支援者の養成、専門性の高い通訳業務への派遣体制を充実します。  

・視聴覚障害者情報支援施設として、県立点字図書館や県聴覚障害者コミュニケ

ーションプラザを運営します。  
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(2) 地域における福祉サービスの充実  

共に支え合う「地域づくり」においては、地域福祉や高齢者福祉、障害者福祉、児童福

祉等の地域における福祉サービスの充実が必要です。まずは、その【現状と課題】につい

て整理します。 

【現状と課題】  

地域は、高齢者や障害者、子どもなど、世代や背景の異なる全ての人々の生活の本拠

ですが、高齢化の進展や児童虐待の増加、買い物弱者の社会問題化等の中で、次のよう

な課題が生じています。  

 

●  制度ごとに整備が進められてきた公的な福祉サービスについては、利用者本位の考

えのもと、利用者の生活課題を総合的、継続的に把握し、必要なサービスが総合的に

提供される体制づくりが求められています。また、利用しやすいよう身近な地域での

サービス提供と相談窓口整備など、地域の実情に応じた福祉サービスの充実が必要で

す。  

 

●  多くの高齢者は、要介護状態等となった後でも、可能な限り住み慣れた地域で暮ら

し続けたいと考えており、希望する人が在宅で支援を受けられる体制づくりが必要で

す。また、元気に日常生活を送る高齢者も大幅に増加しており、今後は、このような

元気高齢者には「支えられる側」ではなく、「支える側」としての活躍が期待されま

す。  

 

●  振り込め詐欺や訪問販売による被害などが社会問題化しており、消費者被害防止の

取組が求められています。  

 

●  地域で生活する障害のある人が、障害の種類に関わらず、居宅における生活支援の

ためのサービスや夜間の居住を支援するためのサービス、日中活動を支援するための

サービス等を必要に応じて利用できるよう、サービスの充実と事業所の適正な運営が

重要です。また、障害のある子どもが、将来、自立し、円滑に社会参加できるように、

療育の総合的支援体制の整備・充実を図ることが求められています。  

 

●  増加し続ける児童虐待を防止するには、子どもとその家族に身近な市町村が、早い

段階で複雑化・多様化する子育て相談に適切に対応するなど、子育て家庭を支援する

ことが重要です。  
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●  自殺に追い込まれるという危機は、「生きることの促進要因」よりも「生きること

の阻害要因」が上回った時に高くなると言われています。そのため、自殺対策は、「生

きることの阻害要因」を減らす取組だけでなく、「生きることの促進要因」を増やす

取組も併せて実施することが重要です。  

 

●  平成 27・28 年度に実施されたパーソントリップ調査・「人の動き」実態調査によ

れば、自動車を保有している高齢者の外出率（調査日に外出した人の割合）が 77.1％

である一方、保有していない高齢者は 44.6％と、30 ポイント以上の差があります。

自動車保有状況が高齢者の活動に大きな影響を及ぼしていることから、公共交通など

自動車以外の移動手段を確保することが求められています。  

 

●  小売業者の減少などから、過疎地域や中山間地域のみならず、中心市街地において

も、買い物弱者・買い物困難者が発生しており、地域の状況に応じた対策が求められ

ています。  

 

●  今後、高齢者や障害者、子育て世帯などの住宅の確保に配慮が必要な人の増加が見

込まれており、その対策が求められています。  

 

●  社会福祉法人は、本来公益性の高い社会福祉事業を担っていますが、福祉ニーズが

多様化・複雑化する中、社会福祉事業に係る福祉サービスの供給において中心的役割

を果たすとともに、他の事業主体では対応できない様々な福祉ニーズを充足すること

により、地域社会に貢献していくことが求められています。  
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77.1%
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自動車非保有
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自動車保有状況別の高齢者の外出率

【出典：群馬県都市計画課「パーソントリップ調査」・「『人の動き』実態調査」】

30 ポイント以上の差 
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目次 
第 1 章 

計画策定 
第２章 

地域を取り巻く状況 

 

第３章 

目指すべき方向 

 

第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめまし

た。地域における福祉サービスの充実を図るために、これらの方向に沿った取組を進めて

いきます。 

【施策の方向】  

ア  地域福祉  

地域包括ケアシステムの深化・推進  

共生型サービス  

地域見守り体制の充実  

市町村における取組への支援  

地域生活支援拠点等の整備・機能の充実  

自殺防止のための地域相談体制の充実  

移動・外出支援  

居住支援  

社会福祉法人・企業等の社会貢献活動等の促進  

イ  高齢者福祉  

介護予防の推進  

認知症施策の推進  

ひとり暮らし高齢者への支援  

市町村における介護保険制度運営への支援  

高齢者福祉サービスの充実  

高齢者の安心な暮らしへの支援  

ウ  障害者福祉  

障害者の地域生活の基盤整備  

障害者福祉サービスの充実  

療育体制の整備  

エ  児童福祉  
待機児童対策  

市町村における取組への支援  

 

ア 地域福祉 

地域包括ケアシステムの深化・推進  

・高齢者等が介護や支援が必要となった状態でも可能な限り住み慣れた地域で安

心して暮らし続けることができるよう、医療・介護・介護予防・住まい・生活

支援の５つのサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」を更に

進め、住民一人ひとりが役割をもち、支え合いながら、自分らしく活躍できる

コミュニティの育成や公的サービスと協働して助け合いながら暮らすことので

きる仕組みづくりを市町村等と連携して推進します。  
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共生型サービス  

・平成 30 年度（2018 年度）に創設された、高齢者と障害児者が共に利用できる

共生型サービスの周知を図ることにより、利用者が使い慣れた事業所でサービ

スの提供を受けやすく、また、各事業所で適切に人員を活用しサービス提供で

きるよう、地域の実情に合った総合的な福祉サービスの提供を推進します。  

地域見守り体制の充実  

・民間事業者の協力を得て、住民に何らかの異変を感じた際に、各市町村等に報

告する取組を引き続き実施するとともに、更なる体制の充実を図ります。  

・消費者被害防止のため、消費者相談や地域の見守りネットワークの各市町村の

取組を支援します。  

市町村における取組への支援  

・各市町村は、規模や地域特性、担い手など地域の実情に応じて地域福祉の取組

を進めており、その取組に役立つ情報の提供や単独の市町村では対応が難しい

場合の広域化の調整など、市町村の取組を支援します。  

・子どもの居場所は、子どもだけでなく、地域の大人や高齢者、障害のある人な

ど様々な人が集い、それぞれの役割をもちながら支え合うことで、地域のつな

がりを再構築する場としての一面も備えています。啓発セミナーや研修を通

じ、様々な形の子どもの居場所を提案し、地域に根ざした居場所づくりを応援

していきます。  

・共生型の多世代交流・多機能型の福祉拠点等による地域づくりの取組が一層広

がり、利用者の支援や生活の質の向上が図られるよう努めます。  

地域生活支援拠点等の整備・機能の充実  

・障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据えた地域生活支援拠点等

の整備及びその機能の充実を図るため、市町村の取組を支援するとともに、医

療的ケアが必要な障害のある人に対する支援を行うなど、個々のニーズにあっ

た利用者本位の施策に取り組みます。  

自殺防止のための地域相談体制の充実  

・自殺リスクを低下させるため、「生きることの促進要因（自己肯定感や信頼で

きる人間関係といった自殺に対する保護要因）への支援」として、面接や電話

による精神保健相談やこころの健康相談統一ダイヤルにより引き続き相談体制

の充実を図るとともに、自死により家族等を亡くした人からの相談を受けるほ

か遺族同士の交流の場を設けるなど、自死遺族支援を推進します。  
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移動・外出支援  

・高齢者や障害のある人をはじめとする住民が生活する上で、移動や外出手段の

確保は重要な課題であるため、公共交通の維持確保と利用促進に取り組みま

す。  

・過疎地域等で、市町村や社会福祉法人、ＮＰＯ法人等が実施している自家用有

償運送等の移動手段の取組について、市町村等とともに普及啓発等を推進しま

す。  

・「群馬県交通まちづくり戦略」に基づき、「地域的な暮らしの足の確保」とし

て、新たな移動手段（相乗りなど）の実証実験、「基幹公共交通軸の強化・快

適化」として、路線バスへの交通系ＩＣカード導入補助や、鉄道各線の緊急対

策“利用促進アクションプログラム”の策定など、自動車以外の移動手段も選択で

きる環境整備を促進します。  

・障害のある人の外出等を支援するため、ガイドヘルパーや行動援護、同行援護

事業等について従業者の資質向上と円滑な推進を図るとともに、身体障害者補

助犬の給付や普及啓発を推進します。  

・障害のある人等が通院やレジャー・文化芸術活動等のため移送サービスを利用

できるよう、体制整備を図ります。  

居住支援  

・低所得者や被災者、高齢者、障害者、子育て世帯など、住宅の確保に特に配慮

が必要な人に対し、県営住宅の供給を行うとともに、住宅確保要配慮者円滑入

居賃貸住宅の登録を促進し、住まいの安定的な確保を図ります。  

社会福祉法人・企業等の社会貢献活動等の促進  

・社会福祉法人は、これまで培ってきた福祉サービスに関する専門性やノウハ

ウ、地域の関係者とのネットワーク等を活かしながら、地域共生社会の担い手

の一つとして大きな役割が期待されており、その役割が果たせるよう、地域住

民が抱える多様な福祉ニーズに対応しようとする社会福祉法人を後押ししま

す。  

・企業等も地域の構成員であり、住民の見守り等の社会貢献活動を実施する企業

等の増加を図ります。  
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イ 高齢者福祉 

介護予防の推進  

・高齢者が要介護状態等になることを予防するとともに、要介護状態等となった

場合においても、その状態を悪化させないようにするための体制整備を進めま

す。  

・介護予防事業に取り組む市町村に対して、研修や情報提供、財政的支援を行う

とともに、地域リハビリテーション体制を活用したリハビリ専門職による助

言・指導や自主活動、市町村の介護予防事業でボランティアとして活動する介

護予防サポーターの養成に関する支援等を行います。  

・高齢者が自分らしい生活を維持できるよう促すため、従来の介護予防等の取組

に加え、運動や栄養、口腔、社会参加に着目したフレイル予防対策の重要性に

ついて普及啓発を行います。  

認知症施策の推進  

・認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、市町村や企業等と

連携し、認知症に関する正しい知識の普及を図るとともに、認知症サポーター

等による地域での見守り体制を推進し、本人や家族等への支援体制を構築しま

す。  

・認知症の早期診断や早期対応により初期段階から治療や適切な支援が受けられ

るよう、認知症疾患医療センター等の専門医療機関の整備とともに、かかりつ

け医や地域包括支援センター、認知症初期集中支援チーム、介護サービス事業

所等が連携する保健医療介護体制を構築するなど、認知症施策の円滑な実施を

推進します。  

・若年性認知症に対する理解の促進と、一人ひとりがその状態に応じた適切な支

援が受けられるよう若年性認知症支援コーディネーターを設置し、本人、家族

の相談体制の整備や就労等を含めた関係機関の連携による支援体制の充実を図

ります。  

ひとり暮らし高齢者への支援  

・何らかの支援を必要とする高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるた

めには、見守り・安否確認や外出・家事支援等生活支援サービスの提供体制づ

くりが重要であることから、定期的な訪問調査等により地域の実態を把握する

とともに、地域住民や各種団体による支え合い活動が日常的に行われる地域づ

くりに取り組む市町村等を支援します。  
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計画策定 
第２章 

地域を取り巻く状況 

 

第３章 

目指すべき方向 

 

第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

市町村における介護保険制度運営への支援  

・市町村が、円滑かつ適正に介護保険制度を運営できるよう、「高齢者の自立支

援・要介護状態等の重度化防止」や「介護給付の適正化」に向けた取組を支援

します。  

高齢者福祉サービスの充実  

・住み慣れた地域を離れることなく、できる限り自宅や家族に近い場所で介護を

受けることができるよう、地域的なバランスにも配慮しながら、市町村と連携

して介護サービスの提供体制の整備を促進します。  

高齢者の安心な暮らしへの支援  

・高齢者の総合相談窓口として市町村が設置している地域包括支援センターが県

民にしっかりと認知され、十分な活用が図られるよう、改めて周知を行うとと

もに、ワンストップサービス拠点として、地域包括支援センターの機能強化・

充実を図る市町村の取組を支援します。  

・各地域包括支援センターにおける相談窓口の充実や地域の介護支援専門員が自

立支援に資するケアマネジメントに取り組むことができるよう支援するととも

に、新たな課題である在宅医療と介護の連携等を通して、関係機関とのネット

ワーク形成や在宅療養を継続的に支援する体制を構築します。  

・高齢者が年齢や心身の状態等に関わらず集い、介護予防や要介護状態等の軽

減、悪化防止を期待できる住民主体の通いの場について、人と人とのつながり

を通じて参加者の拡大を図るとともに、通いの場の活動が継続する地域づくり

を市町村と連携し推進します。  

 

ウ 障害者福祉 

障害者の地域生活の基盤整備  

・障害のある人の社会参加や地域移行を更に推進するため、「日中活動の場」の

充実として、就労移行支援や就労継続支援事業所等の日中活動系サービス事業

所の整備を促進するとともに、「住まいの場」の充実として、グループホーム

の整備推進等に取り組みます。  

・在宅の障害のある子どもとその家族を支援するため、児童発達支援や放課後等

デイサービス、保育所等訪問支援等の充実を図ります。  

障害者福祉サービスの充実  

・福祉施設等に入所している人、または精神科病院に入院している人に対して、

住居の確保や相談など、地域における生活に移行するために必要な支援を推進

します。  
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・高次脳機能障害のある人に対して、その特性や支援方法等が周囲の人に理解さ

れるよう、普及啓発等に取り組むとともに、専門的な相談支援の強化に取り組

みます。  

・発達障害のある人に対して、ライフステージに応じた適切な支援が受けられる

よう、必要な体制整備を図ります。  

療育体制の整備  

・保健や医療、福祉、教育などの関係機関の連携を一層強化し、それぞれの個性

を伸ばし、また、もてる力を最大限に発揮できるよう、身近な地域で、乳幼児

期から学齢期までの障害のある子どもに対する総合的な療育体制の推進を図り

ます。  

・発達障害のある子どもに対しては、早期からの療育支援が必要であることか

ら、可能な限り早期に発見できるよう市町村等との連携を強化します。  

 

エ 児童福祉 

待機児童対策  

・各市町村において、地域の保育需要に対応した保育所・認定こども園等の利用

定員を確保するため、国や市町村と連携して施設整備を行うことにより、働き

ながら安心して子育てができる保育環境の整備を図ります。  

・小学校就学後も保育が必要な児童が、引き続き放課後児童クラブを利用できる

よう整備を進めるとともに、放課後子ども教室との一体的または連携した事業

の実施を推進します。  

市町村における取組への支援  

・子ども・子育て支援新制度の実施主体となる市町村を支援する「ぐんま子ど

も・若者未来ビジョン 2020（群馬県子ども・子育て支援事業支援計画）」を策

定し、給付・事業等が円滑に運営されるよう、必要な助言、援助、市町村間の

調整を行います。  

・保育所や幼稚園から認定こども園への移行について、施設の疑問や不安に応

え、円滑な移行を支援します。  

・病児保育や休日保育などの特別な保育の需要について、市町村間の広域的な調

整を図るなど、市町村の意向に沿った支援を行います。  

・令和元年 10 月から始まった幼児教育・保育の無償化については、国へ確認しな

がら、市町村との情報共有に努め、制度の導入に伴い事務が増大する市町村を

支援していきます。  
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２ 基本目標２ 地域を支える「仕組みづくり」 

(1) 権利擁護の推進  

地域を支える「仕組みづくり」においては、虐待防止や障害者差別の解消、成年後見

制度などの権利擁護の推進、社会的配慮を必要とする人への支援、第三者評価、苦情対

応など、権利擁護の推進が必要です。まずは、その【現状と課題】について整理します。

 

【現状と課題】  

核家族化や児童虐待相談件数の増加、高齢者虐待における対応困難事例の増加等の中

で、次のような課題が生じています。  

 

●  核家族化などの世帯構成の小規模化・多様化に伴い、認知症や知的障害、精神障害

等により判断能力に不安がある人をはじめ、全ての人が安心して地域で生活するため

には権利擁護の推進が重要です。  

 

●  全国で虐待による子どもの死亡事件が発生し、児童虐待は社会全体で解決すべき喫

緊の課題となっています。本県においても、児童相談所で受け付けた児童虐待相談件

数は、平成 30 年度まで 10 年連続で増加しており、虐待の発生予防から早期発見・早

期対応、保護・支援、アフターケアに至るまで、切れ目のない総合的な施策を展開す

る必要があります。  
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第３章 

目指すべき方向 

 

第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

●  本県における高齢者虐待に関する相談・通報件数は、平成 29 年度に 275 件、その

うち虐待が認められた件数は 153 件となっており、多くの虐待事例が発生していま

す。また、市町村や地域包括支援センターに寄せられる高齢者虐待等の相談内容は、

対応が困難な事例が増えており、虐待防止や早期発見・早期対応のためのネットワー

クを構築するとともに、市町村や地域包括支援センターの対応力の向上を図っていく

必要があります。  

 

●  障害のある人の中には、十分な自己決定や意思表示が困難で、人権や財産上の不利

益を受ける恐れがある人もいるため、権利擁護体制の確立や相談体制の充実が求めら

れています。また、全ての県民が、障害や障害のある人に対する理解を深め、共に暮

らしていることを認識し、日常生活や社会生活における様々な障壁を取り除いていく

ことが必要です。  

 

●  平成 28 年度から平成 30 年度の間に、県内６か所の配偶者暴力相談支援センター

で受けたＤＶ相談件数は、年間 1,800 件から 2,000 件前後で推移しています。ＤＶ被

害者が相談をためらい被害が潜在化することのないよう、相談窓口の周知と相談しや

すい体制づくりを推進するとともに、被害者が地域で自立した生活を送れるよう中長

期的で切れ目のない支援を行う必要があります。また、配偶者から暴力を受けた人や

刑務所出所者等への支援は、身近な地域では当事者が声を上げにくく、特段の配慮が

必要となることから、市町村など関係機関と連携して支援体制を構築していくことが

求められています。  
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第４章 
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第５章 

計画の推進 【資料編】 

●  平成 29 年犯罪概況書によれば、全国で刑法犯により検挙された人のうち、65 歳以

上の高齢者は 20.2％を占めています。犯罪をした人の中には、各種保健医療や福祉サ

ービスを受けられたにも関わらず、手続を行わなかったために再犯に至った人も少な

くないことから、社会復帰や地域生活への定着に関する支援が求められています。  

 

●  多くの福祉サービスは利用者の生活に欠かせないものであるため、利用の中断を危

惧し要望や苦情を言い出しづらい特性があるとともに、サービス内容等によっては他

の事業者を選択する余地がない可能性があります。そのため利用者が安心して福祉サ

ービスを利用できるよう、事業者自らが福祉サービスの質の向上に取り組んでいくこ

とが求められており、事業者には、専門的かつ客観的立場から評価する福祉サービス

第三者評価を積極的に受審することが望まれます。  

 

●  成年後見制度は、認知症、知的障害その他精神上の障害により判断能力が不十分な

人の地域生活を支える重要な制度です。どこに住んでいても、必要とする方が成年後

見制度を利用できる環境の整備が重要です。  
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第３章 
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第５章 

計画の推進 【資料編】 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。権利擁護の推進を図るために、これらの方向に沿った取組を進めていきます。  

【施策の方向】  

ア  虐待防止  

児童・障害者の虐待防止  

相談体制の充実  

市町村における取組への支援  

高齢者虐待の防止  

自殺防止のための地域相談体制の充実  

移動・外出支援  

居住支援  

社会福祉法人・企業等の社会貢献活動等の促進  

イ  障害者差別の解消  

ウ  成年後見制度などの権利擁護の推進  

エ  社会的配慮を必要とする人への支援  

配偶者からの暴力被害者等への支援  

矯正施設退所予定者等への支援  

外国人への支援  

オ  第三者評価、苦情対応  

 

ア 虐待防止 

児童・障害者の虐待防止  

・障害のある人の権利擁護や虐待の発生予防、早期発見・早期対応、虐待を受けた

障害のある人への支援などの相談を行うために設置されている「障害者権利擁護

センター」により障害者虐待防止に取り組むとともに、関係機関等との連携を強

化してその機能を充分に発揮できるよう体制を整備します。  

・児童相談所全国共通ダイヤル（１８９）の周知や児童虐待防止の啓発活動に努め

るなど県民への注意喚起を図るとともに、児童相談所の体制強化や市町村、警察、

学校及び医療機関等の関係機関との連携を強化します。  

・子育て家庭のストレスを軽減し、良好な親子関係の構築に資するよう、本県独自

の子育て講座「ほめて育てるコミュニケーション・トレーニング」の全県的普及

に努めます。  
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相談体制の充実  

・児童虐待を防止するため、児童相談所の児童福祉司や児童心理司について、専門

職の採用を継続するなど必要な数を確保・配置するとともに、研修の充実など人

材育成にも積極的に取り組み、専門性の強化を図ります。  

・引き続き、児童相談所に警察官や弁護士を配置するとともに、児童虐待に専門的

知見を有する医師を医療アドバイザーとして委嘱するなど、複雑化・多様化する

児童虐待相談にも高い専門性を発揮して対応します。  

市町村における取組への支援  

・児童虐待相談に適切に対応するためには、市町村と児童相談所が適切な役割分担

のもと連携を強化するとともに、それぞれの体制強化を図る必要があることか

ら、市町村の相談体制のより一層の拡充を図るため、職員研修の充実や市町村に

設置された要保護児童対策地域協議会の運営支援を行います。  

・「子育て世代包括支援センター」や「子ども家庭総合支援拠点」の設置及び運営

の支援を行います。  

高齢者虐待の防止  

・虐待対応を行う市町村からの相談に弁護士、司法書士及び社会福祉士が応じる専

門窓口の設置及び当該専門職の派遣、研修会の開催など、市町村に対する助言や

援助を行うとともに、関係機関や民間団体を通じた連携の強化、支援体制の整備

に引き続き努めます。  

イ 障害者差別の解消 

・障害を理由とする不当な差別的取扱いや社会における様々な障壁を解消するた

め、障害のある人やその家族、その他の関係者からの相談に応じる窓口を設置し、

随時相談に応じる体制を整えるとともに、障害者差別解消の取組を効果的・円滑

に行うために設置している群馬県障害者差別解消推進協議会により障害のある

人の差別解消推進の取組を強化します。  
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ウ 成年後見制度などの権利擁護の推進 

・市町村や地域包括支援センターなどにおける虐待の相談体制の充実や対応力の向

上、虐待防止、早期発見・早期対応のためのネットワークの整備が推進されるよ

う支援します。  

・認知症や知的障害、精神障害等により判断応力に不安がある人が安心して地域で

生活できるよう、福祉サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理などの支援の

確保に努めます。  

・成年後見制度の利用を必要とする人が安心して利用できるよう、関係機関と連携

しながら、市町村における体制整備を支援するとともに、必要に応じて広域的な

体制整備の調整を行います。  

・成年後見制度の担い手となる人材の確保・育成に関する基本方針を定め、担い手

の確保・育成を推進します。  

 

１ 趣旨 

この基本方針は、第二期成年後見制度利用促進計画（令和４年３月 25 日閣議決定）を受け、

群馬県における担い手（法人後見実施団体・市民後見人）の育成方針を定めるものとする。 

２ 対象期間 

群馬県福祉プランの計画期間（令和２年度～令和６年度）を鑑み、令和５年度から令和６年度

までの２年間とする。 

３ 対象とする地域 

県内全市町村を対象とする。 

４ 基本方針 

（１）法人後見実施団体 

県は、市民後見人の活躍支援及び専門職後見人が不足する地域における担い手確保に向

け、市町村社会福祉協議会が行う法人後見の立ち上げを支援する。 

また、法人後見に従事する職員を対象とした研修を実施し、適切な後見活動を行えるよう

支援する。 

（２）市民後見人 

県は、市民後見人養成事業を実施する市町村の取組を支援する。 

５ その他 

具体的な支援内容は、この基本方針に基づき、毎年度の予算編成を通じて決定する。 

群馬県成年後見制度に関する人材の確保・育成基本方針 
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エ 社会的配慮を必要とする人への支援 

配偶者からの暴力被害者等への支援  

・若年者に対するＤＶ予防や県民へのＤＶに対する理解促進を図るとともに、ＤＶ

被害者等が適切な相談窓口に相談できるよう、各種冊子を作成し、学校、市町村、

病院等関係機関へ配布し、ＤＶ防止啓発及び相談窓口の周知を行います。  

・研修などを通じて、市町村相談員の資質向上を図り、市町村配偶者暴力相談支援

センターの設置に向けた支援を行います。  

・民間団体等と連携し、一時保護所等を退所した後の被害者の就労支援や各種手続

などの自立支援を行います。  

・地域の様々な関係機関等と連携し、予防啓発やＤＶ被害者の自立支援に取り組み、

配偶者等からの暴力のない社会づくりやＤＶ被害者支援のネットワーク構築に

取り組みます。  

矯正施設退所予定者等への支援  

・高齢または障害により福祉的支援を必要とする刑務所等の矯正施設退所予定者や

退所者等に対し、地域生活定着支援センターにおいて、矯正施設や保護観察所、

地域の関係機関等と連携・協働しながら、社会復帰や地域生活への定着を支援し

ます。  

外国人への支援  

・外国人が生活する上で生じる様々な疑問や困り事に適切に対応するため、「ぐん

ま外国人総合相談ワンストップセンター」を設置し、多言語で相談に応じ、外国

人の暮らしやすい環境整備を図ります。  

・外国人住民が安心して暮らせるよう、医療や年金、保険、福祉などの社会保障制

度を円滑に利用できる環境を整える取組を進めるとともに、災害に対する知識や

経験が少ない外国人住民に防災訓練を実施するなど幅広いサポートに努めます。 

オ 第三者評価、苦情対応 

・事業者に福祉サービス第三者評価の効果や必要性を周知するとともに、受審を促進

します。  

・福祉サービスに関する利用者の苦情については、まずは事業者の努力により解決す

ることが望まれますが、それでは解決できない場合に、解決に向けた助言等を行う

福祉サービス苦情解決制度を周知します。  
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(2) 福祉サービス基盤の確立・促進  

地域を支える「仕組みづくり」においては、生活困窮者支援の推進や生活保護の実施、

ひとり親家庭の自立支援、ひきこもり支援、依存症対策、専門的支援、複合化・複雑化

した課題への支援など、福祉サービス基盤の確立・促進が必要です。まずは、その【現

状と課題】について整理します。  

【現状と課題】  

高齢の生活保護受給者の増加や複合化・複雑化した課題を抱える世帯の孤立化、ひき

こもりの長期化・高齢化等の中で、次のような課題が生じています。  

 

●  複合化・複雑化した課題を抱える住民や世帯が顕在化していることから、市町村が

実施する福祉サービスの相談支援体制及び提供体制の確立が重要であり、専門的な支

援体制の構築等、市町村や地域を支える福祉サービス基盤の確立・促進が求められて

います。  

 

 

●  生活困窮を理由とした相談者は依然多く存在しており、生活保護に至る前段階での

相談・支援等の強化に取り組む必要があります。また、リーマンショック後伸び続け

ていた生活保護受給者数は平成 27 年（2015 年）３月以降減少傾向ですが、高齢者の

受給者数は伸び続けており、受給者数の約６割が 65 歳以上となっています。平成 30

年（2018 年）の生活保護法改正を受け、貧困の連鎖を断ち切るための進学支援や医

療扶助費削減のための健康管理支援、貧困ビジネスへの規制強化などに取り組む必要

があります。  

9052
10583

12217
13219 13748 14355 14719 14892 15114 15104 15043 14984 14904 14905

0.45

0.53

0.61
0.66

0.69
0.72

0.75 0.75 0.77 0.77 0.77 0.77 0.77 0.78

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

群馬県内の被保護人員及び保護率の推移

被保護人員数 保護率

（人） （％）

【出典：群馬県健康福祉課「群馬県内の生活保護概況」】



 

36 

 

目次 
第 1 章 

計画策定 
第２章 

地域を取り巻く状況 

 

第３章 
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第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

●  平成 28 年（2016 年）国民生活基礎調査（厚生労働省）によると、平成 27 年（2015

年）の日本の子どもの貧困率は 13.9%であり、およそ７人に１人の子どもが貧困の状

態にあると言われていますが、貧困の次世代への連鎖が大きな課題となっています。

また、貧困は、単に経済的な欠乏だけでなく、人間関係のつながりの貧困、自信の喪

失などが状況を悪化させると言われており、経済的な支援だけでなく、子どもや家庭

が抱える様々な課題への支援が必要です。また、ひとり親家庭の就業の状況を見ると、

非正規雇用労働者の割合が高く、特に母子家庭の母においては、就業経験の少なさな

どにより、就職後も不安定な雇用条件にあることが多いため、自立に向けた就業支援

が重要になっています。  

 

●  ひとり親家庭においては、仕事や家事、子育てを一人で担わなければならない状況

の中で孤立しがちであることから、ひとり親が抱えている様々な悩みや不安を解消

し、子育てを支援するための施策が必要となっています。  

 

●  複合化・複雑化した課題や制度の狭間にある課題等を抱えている世帯の中には、地

域から孤立していたり、相談先が分からない世帯もあるため、主に市町村域において

多機関の協働による総合的な支援体制の構築が求められています。また、対人支援に

ついては、具体的な課題解決を目的としたアプローチとともに、本人と支援者が継続

的につながることを目的とするアプローチ（伴走型支援）が求められています。  

 

●  ひきこもりの長期化・高齢化や、子が 50 歳代、その親が 80 歳代となり様々な課題

を抱える、いわゆる 8050 問題が新たな社会問題となっていますが、課題を抱えてい

る場合には、できるだけ早く相談に結びつけることが重要です。  

 

●  依存症は適切な治療と支援により回復が十分可能な疾患ですが、患者本人や家族が

依存症であるという認識をもちにくいことなどから、依存症患者が必要な支援を受け

られていない場合もあり、依存症の支援体制を構築する必要があります。  

 

●  近年の医療技術の進歩により、常時、医学的管理を必要とする在宅の医療的ケア児

や重症心身障害児が増加しています。医療的ケア児等が地域において適切な支援を受

けられるよう、体制の整備に努める必要があります。  

 

●  難病患者が良質かつ適切な医療を受けられるよう、医療費を給付し、患者の負担軽

減を図るとともに、患者の療養支援のため、難病相談支援センターが運営されていま

す。難病は多種多様であり、患者が必要とする多様な支援ニーズに対応していく仕組

みが求められています。  
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第５章 

計画の推進 【資料編】 

●  がん患者がどこに住んでいても適切ながん医療が受けられる体制が整備され、今後

は在宅療養を希望するがん患者等のために、必要な医療や福祉サービスを受けられる

体制の充実を図っていく必要があります。  

 

●  発達障害への社会の理解が高まるにつれ、発達障害児やその家族への一層の支援が

求められていることから、より身近な地域で、できるだけ早期に支援が受けられるよ

うな体制づくりを行う必要があります。  

 

●  自殺の要因として考えられる事項は、心や身体の病気、経済問題、労働問題、人間

関係、家庭問題など多岐にわたっており、複数の要因が複雑に絡み合っていることが

多いと言われていることから、県、市町村、民間団体、関係団体、企業、県民等が協

力して、自殺対策を総合的に推進する必要があります。  

 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。福祉サービス基盤の確立・促進を図るために、これらの方向に沿った取組を進め

ていきます。  

 

【施策の方向】  

ア  生活困窮者支援の推進  
生活困窮者自立支援の推進  

子どもの貧困対策の推進  

イ  生活保護の実施  

ウ  ひとり親家庭の自立支援  

エ  ひきこもり支援、依存症対策  
ひきこもり支援  

依存症対策  

オ  専門的支援  

医療的ケアを要する状態にある児童等への支援  

難病・がん患者等への支援  

発達障害児等への療育支援  

カ  複合化・複雑化した課題への支援  
相談体制の整備等（複合的な課題等への対応）  

自殺防止のための相談体制支援のネットワークづくり 
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ア 生活困窮者支援の推進 

生活困窮者自立支援の推進  

・就労の状況や心身の状況、地域社会との関係性等の事情により経済的に困窮し、

最低限度の生活を維持できなくなるおそれのある生活困窮者に対し、各状況に応

じて、自立相談支援事業や就労準備支援事業、家計改善支援事業など生活困窮者

自立支援法に基づく支援をはじめ、関係機関や他制度による支援を活用し、自立

の促進を図ります。  

子どもの貧困対策の推進  

・子どもの貧困対策は、貧困の連鎖の防止に向けた取組が重要であり、地域の状況

に応じた教育支援や生活支援、就労支援、経済的支援など幅広い施策について、

市町村や、県庁内の関係部局と密接な連携を図りながら貧困の連鎖の防止に向け

て取り組みます。  

・生活困窮世帯の子ども等を対象とした学習や生活を支援する事業に取り組むとと

もに、学校・家庭以外の居場所づくりや生活習慣の形成・改善支援等に努めます。 

 

イ 生活保護の実施 

・資産や能力など全てを活用してもなお生活に困窮する場合、その困窮の程度に応

じて必要な保護を行い、憲法に定める健康で文化的な最低限度の生活を保障し、

その状況に応じて経済的自立や社会生活、日常生活における自立を支援します。 

 

ウ ひとり親家庭の自立支援 

・経済的支援や生活支援、就業支援、子育て支援など各種支援を総合的に実施する

とともに、関係機関や関係団体と連携しながら、ひとり親家庭の自立支援を推進

します。  
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エ ひきこもり支援、依存症対策 

ひきこもり支援  

・ひきこもりに悩む人の相談や支援を行うため、ひきこもりに特化した相談窓口と

して設置している「ひきこもり支援センター」により、より住民に身近な市町村

でのひきこもり支援の充実・強化を図ります。  

依存症対策  

・依存症相談拠点として指定した「こころの健康センター」を中心に、民間団体を

含む関係機関と十分な連携をとりながら、依存症相談支援体制の構築を進めま

す。  

 

オ 専門的支援 

医療的ケアを要する状態にある児童等への支援  

・保健や医療、福祉、教育等の関係者による協議の場において、医療的ケアを要す

る状態にある児童等への支援に関する課題や対応策について検討します。  

・医療的ケアが必要な障害のある子どもに対して、適切な支援を行う人材を育成す

るとともに、医療と福祉の連携を図るなど総合的な調整を行うコーディネーター

を養成します。  

難病・がん患者等への支援  

・難病診療連携拠点病院を中心とした難病医療提供体制の充実を図り、難病患者の

安定した療養生活の確保に努めます。  

・より多くの患者・家族に必要な支援が届くよう、「難病相談支援センター」と医

療機関、保健福祉事務所、就労支援機関等の連携の緊密化を図ります。  

・在宅療養を希望するがん患者等が必要な医療や福祉サービスを受けることができ

るよう、県内に 17 か所あるがん診療連携拠点病院等の相談支援センターが、福

祉サービスを提供する市町村等と連携を密にしながら、がん患者等を支援する体

制を継続するとともに、介護従事者を対象とした緩和ケア研修の実施等により、

がん医療に関する知識の普及に努めます。  

発達障害児等への療育支援  

・保育所等への専門的技術支援であるコンサルテーションを実施し、発達障害等の

ある子どもや保護者への支援を行うとともに、市町村事業との連携、地域資源の

有効活用など、障害児療育体制の整備を進めます。  
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カ 複合化・複雑化した課題への支援 

相談体制の整備等（複合的な課題等への対応）  

・障害のある人やその家族が抱える複合的な課題や公的な福祉サービスでは対応が

困難な課題等について相談や対応ができるよう、市町村等における地域生活支援

拠点等の整備促進のための支援や相談支援体制の充実・強化を図ります。  

・複合化・複雑化した課題を抱える住民や世帯に対する適切な支援・対応を行うた

め、地域住民等が主体的に地域生活課題を把握し解決を試みることができる環境

の整備や地域生活課題に関する相談を包括的に受け止める体制の整備、多機関の

協働による包括的な相談支援体制の構築等について、市町村を支援するととも

に、広域的な支援体制の整備を進めます。  

・「包括的な支援体制」の円滑な構築・実施を支援するため、令和３年度（2021 年

度）に創設された「重層的支援体制整備事業」について、県内市町村の取組を促

進・支援します。  

・高齢の要介護の親と中高年のひきこもりの子が同居する生活困窮世帯への支援な

ど、複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築が進むよ

う、本人・世帯の属性に関わらず受け止める相談支援（断らない相談）や本人・

世帯の状態に合わせ社会とのつながりを回復する支援（参加支援）、地域社会か

らの孤立を防ぎ、地域における多世代の交流や多様な活躍の機会と役割を生み出

す支援（地域づくりに向けた支援）を行う市町村を支援します。  

・孤独・孤立対策は、問題が深刻化する前に、支援を必要としている方の状況に応

じた適切な相談・支援を行っていくことが重要です。孤独・孤立の問題を抱える

当事者やその家族が、支援を求めやすい社会の実現に向け、相談支援機関の周知

を図ります。また、各相談支援に携わる方が、孤独・孤立との関連も意識して支

援を実施できるよう機運の醸成を図ります。  

自殺防止のための相談体制支援のネットワークづくり  

・地域における自殺の実態や社会的背景などを踏まえ、保健や福祉、教育、医療、

経済、労働、警察、消防、地域の民間・関係団体等と協議しながら、市町村や関

係機関、関係団体とともに地域の実情に応じた自殺対策を推進し、身近な所で相

談・支援が受けられる顔の見えるネットワークづくりを支援します。  
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(3) 災害時における福祉的支援の充実 

地域を支える「仕組みづくり」においては、地域における要配慮者支援や災害福祉支

援ネットワークの強化、災害時におけるボランティア活動の支援など、災害時における

福祉的支援の充実が必要です。まずは、その【現状と課題】について整理します。  

【現状と課題】  

近年、地震や風水害、大雪等による災害により、多大な人的・物的被害が発生する中

で、次のような課題が生じています。  

 

●  市町村は、高齢者や障害者のように災害時に自力で避難することが困難な人（避難

行動要支援者）について、災害対策基本法に基づき、「避難行動要支援者名簿」を作

成・更新するとともに、具体的な避難方法等を定めた個別計画の策定を進めることが

必要です。また、事前に避難行動要支援者の状況を把握し、緊急避難体制を整備して

おくことや、聴覚や言語等に障害のある人が必要な支援を求めることができるよう、

通報支援体制を整備しておくことが求められています。  

 

●  市町村は、高齢者や障害のある人、妊産婦、乳幼児等の要配慮者が、状況に応じて

特別な配慮を受けられる「福祉避難所」の整備を更に進める必要があります。  

 

●  東日本大震災や熊本地震では、避難生活の長期化や福祉的支援の遅れにより、高齢

者や障害のある人などの要配慮者の心身の状態が悪化し、災害関連死や介護需要の前

倒しが多数発生したことから、災害時における福祉支援体制の充実が求められていま

す。  

 

●  災害が発生した場合、時間により変化する多種多様な被災地のニーズに応えるため

には、行政のみでは十分な対応が困難であり、柔軟な対応が可能な災害ボランティア

による支援活動が大きな力を発揮します。被害規模が大きくなるにつれ、地元のボラ

ンティアだけでなく、他地域からのＮＰＯやボランティア等の支援を受け入れること

も必要です。  

 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。災害時における福祉的支援の充実を図るために、これらの方向に沿った取組を進

めていきます。  
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【施策の方向】  

ア  地域における要配慮者支援  

イ  災害福祉支援ネットワークの強化  

ウ  災害時におけるボランティア活動の支援  

 

ア 地域における要配慮者支援 

・市町村における避難行動要支援者名簿の作成や要支援者避難支援に係る個別計画

の策定、福祉避難所の指定等が促進されるよう、福祉と防災の担当部局が連携し、

先進事例の紹介や助言等を行います。  

・聴覚や言語等の障害により電話による 119 番通報ができない人のため、各消防本部

による Net119 緊急通報システムや、ファクシミリ・メールによる緊急通報受信体

制の整備が進むよう支援します。  

・県のホームページ、ＳＮＳ等による災害情報の提供のほか、点字や音声等による情

報の提供、手話通訳者の派遣など、障害の特性に留意した災害情報の提供体制の充

実を図ります。  

 

イ 災害福祉支援ネットワークの強化 

・行政や福祉団体等で構築している群馬県災害福祉支援ネットワークでは、災害時に

福祉施設間で利用者の相互受入や応援職員の派遣を行う体制や、福祉の専門職チー

ムである群馬県災害派遣福祉チーム（ぐんまＤＷＡＴ）を避難所へ派遣する体制を

整備しており、近県との連携を含め、更なる体制強化に努めます。   

福祉避難所等 

一般避難所 

適切な支援に繋げる 
在宅の要配慮者 

ぐんまＤＷＡＴ 

福祉的ニーズの把握 

（スクリーニング） 

要配慮者に対する福祉的支援 

２次的被害の防止 

要配慮者に対する福祉的支援 

災害発生時、避難所等においても要配慮者に対する支援を提供できるようにする。 

⇒災害派遣福祉チームによる福祉的ニーズの把握（スクリーニング）及び要配慮者に対する福祉的支援 
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ウ 災害時におけるボランティア活動の支援 

・大規模災害発生時に、被災者の膨大なニーズに応えるためには、柔軟に対応できる

ボランティアとの連携が重要となるため、平時から福祉部局や防災部局、社会福祉

協議会、ＮＰＯ、民間団体等とネットワークを築き、災害時には連携・協働してボ

ランティア活動を支援します。  

・被災地における初動支援や生活支援等のため、必要に応じて、他地域からのボラン

ティアの受入れが円滑に行われるよう努めます。  

・災害ボランティアの養成や普及啓発を行うほか、ボランティアの受入れ・支援体制、

災害ボランティアセンター、支援活動を行うＮＰＯ・ボランティア団体との情報共

有等について検討を行い、災害時、ＮＰＯ・ボランティア等と連携・協働して円滑

な支援活動を行うための体制を整備します。  

  

重 層 的
じゅうそうてき

支援
し え ん

体制
たいせい

整備
せ い び

事業
じぎょう

 

これまでの福祉制度・政策と、人びとの生活そのものや生活を送る中で直面する困難・生きづ

らさの多様性・複雑性から表れる支援ニーズとの間にギャップが生じてきたことを背景として、

令和３年４月の改正社会福祉法の施行に伴い創設された事業です。 

① 属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める「包括的相談支援事業」 

② 社会とのつながりを作るための支援を行う「参加支援事業」 

③ 世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する「地域づくり事業」 

④ 支援が届いていない人に支援を届ける「アウトリーチ等を通じた継続的支援事業」 

⑤ 市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する「多機関協働事業」 

の５つの事業から成り立っています。 



 

44 

 

目次 
第 1 章 

計画策定 
第２章 

地域を取り巻く状況 

 

第３章 

目指すべき方向 

 

第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

３ 基本目標３ 福祉を支える「人づくり」 

(1) 福祉人材の確保 

福祉を支える「人づくり」においては、群馬県福祉マンパワーセンターの支援等によ

る介護人材や障害福祉人材、保育人材等の福祉人材の確保が必要です。まずは、その【現

状と課題】について整理します。  

【現状と課題】  

労働力人口の減少や福祉・介護サービス分野における求人募集の常態化等の中で、次

のような課題が生じています。  

 

●  介護関連職種は、他の産業に比べ有効求人倍率が高い状況が続いており、人材不足

の状況が続いています。また、高齢化の急速な進展などにより介護ニーズが高まる一

方、少子化に伴い労働力人口は減少し、地域によっては人材の高齢化も進むなど、介

護人材の確保は喫緊の課題となっています。将来にわたり、介護サービスを安定的に

供給するためには、介護人材の確保が不可欠です。  

 

●  障害福祉サービスを支える人材の確保も難しい状況にあるため、人材の確保対策や

定着支援、仕事のやりがい・魅力についての理解促進等の取組が重要です。  

 

●  平成 28 年度（2016 年度）から、幼児教育・保育施設での職員採用計画に対する採

用不足数を把握するために実施している教育・保育に係る人材不足実態調査によれ

ば、平成 28 年度（2016 年度）は不足数が 191 人であったのに対し、平成 30 年度

（2018 年度）は 288 人に増加しており、幼児教育・保育の人材を確保するための施

策が必要です。  
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このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。福祉人材の確保を図るために、これらの方向に沿った取組を進めていきます。  

【施策の方向】  

ア  群馬県福祉マンパワーセンターによる支援  

・福祉人材の無料職業紹介や就職面接会、就職ガイダンス等を引き続き実施するとと

もに、ハローワークに出向いて実施している出  張相談を充実させるなど、ハロー

ワークをはじめとする就労支援の関係機関との連携強化を図り、福祉人材確保の更

なる支援に努めます。  

イ  介護人材の確保  

・介護人材不足の解消に向け、関係団体と協力して介護の魅力を発信するとともに、

介護職員の確保に取り組みます。また、中高年齢者や就業していない女性、外国人

など多様な人材の介護職への就労を促進します。  

・介護職員の職場定着を図るため、働きやすい職場環境づくりや介護職員の業務負担

軽減等に取り組みます。  

ウ  障害福祉人材の確保  

・障害福祉人材不足については、関係団体と協力しながら、その実態を把握し、効果

的な施策を展開するとともに、仕事のやりがい・魅力についても情報発信し、障害

福祉施設等で働く福祉人材の確保に取り組みます。  

・障害福祉施設等で働く職員の処遇改善や業務負担軽減に取り組み、労働環境を改善

することで、職員の職場定着を図ります。  
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エ  保育人材の確保  

・幼児教育・保育の需要や認定こども園の増加に伴う保育人材を確保するため、関係

団体とともに広く幼児教育・保育の魅力を伝えながら、新卒人材の確保に取り組み

ます。  

・保育士等の処遇を改善し、保育士が安心して保育に従事できる環境を整備し、潜在

保育士の就職支援や、現任保育士等の離職防止に取り組みます。  
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(2) 福祉人材の資質向上  

福祉を支える「人づくり」においては、群馬県福祉マンパワーセンターの研修等によ

る介護職員や介護支援専門員、障害福祉人材、保育士、放課後児童支援員等の福祉人材

の資質向上が必要です。まずは、その【現状と課題】について整理します。  

【現状と課題】  

福祉・介護ニーズの増大や質的な多様化・高度化等の中で、次のような課題が生じて

います。  

 

●  認知症高齢者の増加や障害のある人の障害の重度化・重複化など、多様化・高度化

する福祉ニーズに対応し、質の高い福祉サービスを提供できるようにするためには、

人材の育成が重要な課題です。  

 

●  幼児教育・保育の人材については、子どもだけでなく、家族への支援や地域におけ

る子育て支援など、各施設に求められる役割は拡大されつつあり、専門性や資質の向

上とともに、中核となる人材を育成する必要があります。  

 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。福祉人材の資質向上を図るために、これらの方向に沿った取組を進めていきます。 

【施策の方向】  

ア  群馬県福祉マンパワーセンターによる研修  

・新任職員や中堅職員、施設長等の職務経験に応じた階層別研修の実施により、社会

福祉施設等に従事する人の資質向上を図るとともに、よりきめ細やかな質の高いサ

ービスの提供を支援します。  

イ  介護職員の資質向上  

・介護現場での経験や技能を評価する本県独自の仕組みである「ぐんま認定介護福祉

士制度」により、介護現場のリーダーとなる人材を育成します。  

・認知症介護研修を体系的に実施するなど、専門性を高めるための研修を実施するほ

か、関係団体等が行う研修を支援し、介護職員の資質向上を図ります。  

  



 

48 

 

目次 
第 1 章 

計画策定 
第２章 

地域を取り巻く状況 

 

第３章 

目指すべき方向 

 

第４章 

施策の方向 

 

第５章 

計画の推進 【資料編】 

ウ  介護支援専門員の資質向上  

・体系的に実施する介護支援専門員実務研修等を通じて、介護保険制度の基本理念で

ある利用者本位や自立支援、公正中立等の理念を徹底するとともに、専門職として

の専門性の向上を図ります。  

・主任介護支援専門員研修により、地域包括ケアシステムの深化・推進に向けて、地

域課題の把握から社会資源の開発等の地域づくりや地域の介護支援専門員の人材

育成等（スーパーバイズ）の役割を果たすことができる専門職の養成を進め、県全

体の介護支援専門員の資質向上を図ります。  

エ  障害福祉人材の資質向上  

・障害のある人がより良いサービスを受けられるよう、障害福祉サービス事業所等に

従事する人や意思疎通支援に従事する人等の資質向上を図るため、各種研修（視覚

障害、聴覚障害、音声・言語・そしゃく機能障害、肢体不自由、知的障害、精神障

害、発達障害等に対応される人を対象）を計画的に行います。  

オ  保育士の資質向上  

・初任者のための研修から、中堅職員の専門性向上を図るためのキャリアアップ研修、

キャリアを積んだ主任保育士・主幹保育教諭のための研修など、幼児教育・保育の

質を向上するための研修を一貫して実施します。  

カ  放課後児童支援員の資質向上  

・多くの放課後児童健全育成事業所における共通の課題をテーマに研修を実施し、放

課後児童支援員として必要な知識や技術の習得を支援します。  
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(3) 福祉活動等への住民参加の促進  

福祉を支える「人づくり」においては、民生委員・児童委員の活動の支援や介護予防

活動等の推進、ボランティア活動等の促進、高齢者の社会参加・社会貢献の促進、障害

者の社会参加推進及び活躍促進、福祉教育の推進など、福祉活動等への住民参加の促進

が必要です。まずは、その【現状と課題】について整理します。  

 

【現状と課題】  

少子高齢化や価値観の多様化、地域に対する関心の希薄化等の中で、次のような課題

が生じています。  

 

●  民生委員・児童委員は、地域住民の相談支援や高齢者・障害のある人の見守り活動

など様々な活動を行っており、地域共生社会においても欠かせない存在ですが、なり

手不足が懸念されています。また、児童虐待が発生する要因の一つに、子育て家庭の

社会的孤立があげられており、地域社会における見守りや支援体制の構築が求められ

ています。  

 

●  少子高齢化等による地域の担い手の減少に伴い、空き家の利活用、商店街の活性化、

耕作放棄地の再生や森林などの環境保全など、様々な課題が顕在化するとともに、新

たな人材の活躍が求められています。時代の変化とともに地域社会が変化する中、従

来の公共サービスだけでは十分に対応できない課題等に対して、ボランティアやＮＰ

Ｏの力が必要とされています。  

 

●  本県人口の約３割を占める高齢者の多くは元気な高齢者であり、豊富な知識・経験・

能力を有しており、その大きな可能性や潜在力を発揮し、引き続き活躍することが期

待されています。  

 

●  障害のある人が、様々な社会的障壁により、自立した生活や社会参加を妨げられる

ことがないよう、全ての県民が、障害や障害のある人に対する理解を深め、障壁を取

り除いていくことが必要です。  

 

●  次代を担う小中学生には、学校生活の中で、他者の立場や心情を思いやり、互いに

支え合い高め合う仲間意識の高揚を図るとともに、福祉の向上に寄与する実践力を育

成していくことが必要です。また、高校生に対しては、家族や地域の人々との関わり

や社会参画を生徒たちが円滑にできるよう、共に支え合い生きていくことの重要性に

ついて理解を図る教育の推進が必要です。  
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●  障害のある子どもの教育的ニーズに応え、その可能性を最大限に伸ばすため、それ

ぞれの学びの場の充実を図るとともに、全ての子どもたちが共に生き、共に学ぶ地域

社会を実現するため、社会全体の理解促進をより一層図っていくことが必要です。  

 

●  全ての学びの場における特別支援教育を充実させていくためには、特別支援学校が

蓄積した専門的な知識や技能を用いて、市町村教育委員会と連携しながら、地域の各

学校における特別支援教育の充実を支援していくことが求められています。  

 

このような現状や課題の中で、今後進めていく【施策の方向】を項目ごとにまとめま

した。福祉活動等への住民参加の促進を図るために、これらの方向に沿った取組を進め

ていきます。  

【施策の方向】  

ア  民生委員・児童委員の活動の支援  

イ  介護予防活動等の推進  

ウ  ボランティア活動等の促進  

エ  高齢者の社会参加・社会貢献の促進  

オ  障害者の社会参加推進及び活躍促進  

カ  福祉教育の推進  

ア  民生委員・児童委員の活動の支援  

・地域福祉の重要な担い手である民生委員・児童委員の役割や経験に応じた研修を実

施し、抱える課題が複合化・複雑化する世帯を対象に活動する民生委員・児童委員

の不安の軽減を図るほか、活動の支援を行います。  

・児童虐待防止について、地域における見守り体制を強化するため、民生委員・児童

委員の一斉改選を機に、虐待対応のポイントや市町村及び児童相談所との連携方法

等を解説したハンドブックを作成し配布するほか、主任児童委員を対象とした説明

会を開催します。  

イ  介護予防活動等の推進  

・地域で自主的に介護予防活動を行ったり、市町村の介護予防事業でボランティアと

して活動する介護予防サポーター等の養成を行う市町村の取組を支援するととも

に、高齢者が地域の中で生きがい・役割をもって生活できるような居場所づくり等

を市町村と連携して推進します。  
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ウ  ボランティア活動等の促進  

・ＮＰＯ・ボランティアサロンぐんまにおいて、ボランティア活動に従事する人やボ

ランティア活動を始めたい人の相談支援やコーディネート、情報提供を行います。 

・市町村が設置する市民活動支援センターや群馬県社会福祉協議会が設置するぐんま

ボランティア・市民活動支援センター、市町村社会福祉協議会との情報共有に努め

ます。  

・ボランティア講座を通して、ボランティア活動の促進やボランティアの資質向上を

図ります。  

エ  高齢者の社会参加・社会貢献の促進  

・高齢者は社会を支える重要な構成員であり、特に元気な高齢者が、地域の「支え手」

として様々な分野において積極的に社会参加・社会貢献できるよう、市町村や関係

団体と連携して、老人クラブの活性化支援など環境や体制の整備を促進します。  

オ  障害者の社会参加推進及び活躍促進  

・心豊かな生活を送れるよう、様々な人が楽しめる芸術文化やスポーツなどの体験機

会を設けることで、障害のある人が社会参加しやすい環境の整備に取り組みます。 

・企業への一般就労支援や福祉的就労の工賃向上を図る支援などに取り組むことで、

障害のある人の社会での活躍を促進します。  

カ  福祉教育の推進  

・日々の授業や学校行事等の学校生活全体において、児童生徒が互いの考えを交流し、

互いの良さを学び合う場を工夫するなど、共感的な人間関係づくりに努めるととも

に、各教科等の特質に応じ、家庭や地域と連携しながら福祉教育の充実を図ります。 

・様々な人々と協働して地域社会に参画することの重要性や、共に支え合って生きる

ことの意義について、実践的・体験的な学習活動や交流活動の充実を図り、実感を

伴って理解させる取組を推進します。  

・家庭生活を支える社会制度や社会福祉の基本的な理念について理解し、地域福祉の

充実に関心をもって参加できる資質・能力を育成する福祉教育の推進に努めます。 

・障害の有無に関わらず、全ての子どもたちが共に生き、共に学ぶ環境を実現させる

ため、学校における交流や共同学習（学校間交流、居住地校交流等）を推進します。 

・県立特別支援学校において、域内の小中学校等に対して研修会を実施したり、授業

公開を通して特別支援学校の教育活動を広く提供するなど、理解・啓発に努めます。 


